
67.鉄道高架化が都市環境に及ぼすインパクトについて

-交通利便性を中心とした立地条件に着目して一

京都大学工学部交通土木工学教皇　天

○　　　　同　　　　　上　　　　戸

京都大学大学院工学研究科　　　近

1　はじめに

2　都市活動立地に関する評価要因の構造分析

3　鉄道高架化計画の代替案

4　各種都市活動からみた計画案の評価

5　おわリに

1　はじめに

鉄道高架化は.平面鉄道腺路による市街地の遮断を解消して連続

した市街地をつくり出すとともに.踏切の存在による交通の不便を

除去して都市内の交通を円滑にする。これによカ,業務・商業・エ

芸芸芸慧票芸警芸芸‡芸芸芸芸芸芸芸慧誓霊識
と総称する。)本研究では,鉄道高架化がこれらの広義の都市環境

に及ぼすインパクトを.各種都市活動の立地条件に対する効果に着

呈霊芸.`芸雲孟誓芸‡二言芸孟孟;孟芸芸莞‡孟霊芸i
路市に適用して有効性を検討する。

図-1に本研究の全体構成を示す。以下.この全体構成のうち.

都市活動立地に関する評価要因の構造分析.鉄道高架化に関する代

替案.各種都市活動の立地条件からみた計画案の評価のそれぞれに

つき.図中に示すように2.3.4の各章で説明する。
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図-1　本研究の全体構成

2　都市活動立地に関する評価要因の構造分析

2-1　概　説

業務・商業・工業・生活などの都市内の諸活動が市内のどこに立地するかについては様々な要因が影響を及ぼ

しているが.ここではそれらの要因を抽出し.それらの要因の構造を分析する。その場合.本研究は鉄道高架化

の効果の評価が目的であるから.各種交通手段による交通利便性が各活動の立地要因として.他の要因とどのよ

うな関係にあるかの検討に焦点をあてる。

2-2　評価要因の分析のためのデータ

分析にあたっては.昭和53年11月に姫路市が実施したアンケート調査のデータを用いる。この調査軋　業

務・商業・工業については企業主・経営者.生活については世帯主という各活動主体を対象として.立地条件に

関する評価を意識面から調べたものである。アンケート調査票は.業務・商業・工業・生活環境の4種類の様式

が作成され.すべての調査栗で被験者のフェイスシートおよび立地評価に関する質問項目が設けられている。立

地評価の質問形式は.重要と考えられる評価項目を網羅的に設定し,各項目に対して満足度,切実度.さらに総
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合満足度がアイテム・カテゴリー反応の形で

設定されている。

アンケート調査の配布・回収の方法と結果

を表-1に示す。なお.被験者のサンプリン

グにあたっては.調査目的や予算・調査期間

の制約から.回収サンプルのノくラツキを極力

避けるように.調査対象校区の選定・その中

での被験者の抽出という・・2段抽出法を採用し

ている。

後 碩 対　 象　 地　 区 アン7 ./し
絶 品 車

配 布・日

収 形 吋
配 日収毒.

局 別 ぬ

収 救 (割

1 番
蛾 東　 城 市　 郎嫡

子締　 餌 ・虐
12 .3 ズ 郭 邑 J ββ / ナ` / J Z

rすぎ〆ノ

古 t 戒 窒　 戚 南　 紬 最

チ 桶　 軸 庵
Z J ズ 都 連 ノ ∫ββ ! ア/ / 4 7

わ 1 ズノ

⊥ ま
鵬 塙　 手柿　 餅 虎

と !βクス 事 温 J 7 ≠ 〃 ` / / 1

(お 橘

生 三も
誠 あ .戚 比 ・宰 奮

え 買 収 怨 略 J .ロス

時 適 合

事 針 3
∫7 ∫ ∫J プ ∫～チ

rl / % ノ

表一l　被験者のサンプリングとアンケート調査票の配布・回収
2-3　評価要因の分析方法の概要

ここではまず.都市活動の立地に大きな影響を及ぼすいくつかの要因を抽出し.それらの要因の関係を分析す

ることによって.交通利便性が他の評価項目とどのような関連をもつかを検討する(これを評価項目間の関連分

析とよぷ)。次に.各立地要因がそれぞれの都市活動にとってどの程度の重要性をもつかを分析することによっ

て.交通利便性のもつ重要度を検討する(これを各評価項目の重要性の分析とよぷ)。分析軋　図一2に示す手

順によって.業務・商業.・工業・生活の各種都市活動ごとに行なう。

(り　評価項目間の関連分析

評価項目間の関連をみるために.まず.各項目に対する満足度をデータとして因子分析を行なう。これによっ

て.立地評価で重要ないくつかの因子が導びかれ.またそれらの因子に対する各項目の因子負荷量を求めること

ができる。次に得られた因子負荷量をデータとしてクラスメーカ

析を実施し.評価項目をいくつかのグループに分類する。さらに.

満足度からみた項目間の相関係数を求めて項目間の関係を検討す

る。これらの作業によって評価項目の関連を.項目間および項目

グループ間の両者の点から検討することができる。

②　各評価項目の重要性の分析

一般に評価項目の重要性を検討する場合には.設定した評価項

目によって各活動の立地要因のすべてを説明でき(Complete).

項目間に重複がなく(non-redundant).しかももっとも少

ない項目数である(minimurn size)ように事前に評価項目

を整理しておく必要がある。ところで.アンケート栗では立地要

因として考えられる項目は一応網羅して1ハるので.評価項目の設

定にあたっては評価項目の重要性と関連性の2側面から検討を行

なう。

せず.評価項目の重要性の検討では.項目数をできるだけ少か 図一2　立地評価要因の構造分析の手嶋

くするために.比較的重要な項目を選定する。具体的には各項目

の切実慶のデータを用いて.計量心理学の一手法である継次カテゴリー法1右よる分料を行なう。これによって

各項目を重要性の面から一次元尺度上で順序づけることができ.さらに切実慶の程度を表わす各カテゴリーの境

界値を同一の尺度上で求めることができる。

次に.上述の検討で選定した項目について相互の関連性を検討し.評価項目間に選好上の重複がないようにす

る。具体的には各項目の満足度をデークとして.前述の評価項目間の関連分析と同じ方法を用いて分析する。

以上の分析によって.各活動の立地評価にとって重要であれ　かつ選好上独立を評価項目が選定できるが.最
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後にそれらの項目間の相対的重要度を求める。そのために,総合満足度を外的基準とし.選定した各項目の満足

度を説明変数として.数量化理論1類による分析を行なう。分析によって各項目に対して偏相関係数が得られる

が.その総和が1.0になるように基準化したものを相対的重

要度として用いる。

2-4　分析結果とその考察

分析は業務・商業・工業・生活の各活動について行なった

が.ここでは分析結果の詳細は業務についてのみ説明し,他

の活動に対しては最終的に得られた評価項目間の相対的重要

度のみを計算結果として示すにとどめる。

①　評価項目間の関連分析

業務アンケート票には表-2に示す10個の評価項目を設
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表-2　因子分析による各項目の因子負荷量〔業務〕

けている。この表には同時に.各項目の満足度および総合満足度のア

ンケート結果のデータを用いて因子分析を行なった結果の因子負荷量

も示してある。この分析によって.解釈の可能な4つの因子が得られ

たが,これらは業務活動にとって重要な要因を表わしているものと考

えられる。次に,表-2の因子負荷量をデータとしてクラスター分析

を行なった結果と.項目間の相関係数を用いて評価項目の関連性を図

示したものが図-3である。この図から.マストラや自動車の利便性

は.他の項目と密接に関連して美恵活動の立地に大きな影響を及ほし

ていることがわかる。

(参　各評価項目の重要性の分析

まず,評価項目の選定に関する分析結果を

まとめる。図-4は,各項目の切実慶に閑す

山)●繚所01tq

図-3　評価項目の関連性(全項目)
〔業務〕

るアンケート結果をデータとして継次カテゴ　豊はいり粕くしたい　で…且こしたい　　軸で▲い　‡宗吾ま三

リ一法を適用した結果である。各項目は重要図-4　継次カテゴリー法によ寄藍要陸四面からの項目〔業務〕

度の面から一次元尺度上に順序づけられているが,ここでは尺度構成

値が0.20以下で改良が望まれている7つの項目を選定する。次に.

選定した評価項目間の関連を分析した結果を図-5に示す。項目3,

4,5が密接に関連しているが.交通利便性の重要度の検討という目

的を考慮して.ここでは交通手段の利便性を直接表わしている項目3

を選定項目として採用する。

次に,重要度の面から選定した7つの項目を関連性の面から5つに

限定したが.これらの項目間の相対的重要度を求めるために.数量化

理論皿類による分析を行なった。その結果を表一3に示す。これによ

ると.項目2,3の相対的重要度は.それぞれ0.14,0.33

と比較的高く.業務活動の立地評価艦とって交通利便性が重要

な役割を果していることがわかる。

以上は業務活動に関する分析であり.このほか商業・工業・

生活の各活動に対しても.上述と同様な分析を行なった。その

それぞれについての説明は省略するが.最終的に各評価項目の

図-5評価項目の関連性」選定堀田)〔業務〕
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表一3数量化理論腰隙こよる各項目の重要性〔業務〕
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相対的重要度を表-4にまとめる。この分析結果から.マストラや

自動車の利便性は.商業・工業・生活の各活動にとっても立地評価

の上で重要な役割をもつと言える。

3　鉄道高架化計画の代替案

姫路市では.中央市街地を山陽本線・播但線・姫新線などの国鉄

各線が地平レベルで貫通しているため.一体的な市街地の形成が阻

害きれている。また.踏切や陸橋における道路の渋滞のため.塘堆

南北方向の交通に支障がある。姫路市では昭和47年に国鉄高架化

構想を立ててその推進に努力しているが.本研究では図-6に示す

ように独自に姫路市を対象とした鉄道高架化の1つの計画案を作成

した。この図は姫路市における幹線的な道路網を示し.現在.●〇

m▲の踏切や陸橋で交通渋滞が生じている。しかし.鉄道高架化の

実現によってそのうち●-の箇所で.交通渋滞の大巾を緩和が期

待できる。また.このような道路交通の改善は.自動車の利便性を

高めるだけでなく.バスの走行速度の向上を通じてマス

トラの利便性を高める。マストラの利便性の改善効果に

っいては過去に発表している2もて.以下では鉄道高架

化が各種都市活動における自動車の利便性にどのような

インパクトを及ぼすかを検討する。

4　各種都市活動からみた計画案の評価

4-1　概　説

ここで軋　3で設定した鉄道高架化の計画案を各種都

市活動の交通利便性に着目して評価する。なお.2の分
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表一4　立地評価からみた各項目の重要性
〔商業・工業・生活〕
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図一6現在の道路網と鉄道高架化の計画案

析によカ既に交通利便性は各種都市活動にとって重要な立地要因で

あることが明らかになってお力.中でも自動車の利便性は業務・商

業・工業の諸活動に対して重要な要因であった。そこで以下では.

鉄道高架化が業務・商業・工業にとって自動車の利便性をどのよう

に変化させるかをみることによカ.鉄道高架化の効果を評価する。

4-2　評価の手順と基本単位

図-6に示すように鉄道高架化によって影響を受けると考えられ

る姫路市の8kmX6kmの区域をと少あげ.48個の1kmメッシ1を

評価の基本単位とする。評価は図-7に示す手順によるが,まず,

現状の道路条件と鉄道高架化計画案の両者(以下.この両者を代替

案とよぷ)について各メッシュのアクセシビリティを都市活動別に

求める。次に.アクセシピリティと交通利便性との問に都市活動別

に評価関数を構成し.その関数を各メッシュにおける高架化前後の

アクセシビリティに適用することによって,各代替案の交通利便性

をメッシュ別・都市活動別に求める。鉄道高架化によるインパクト

は.高架化前後の交通利便性の差異を求めることによって検討でき
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る。本研究ではさらに.各メッツ1における各種都市活動の水準を考慮することによって現在の道路条件で交通

利便性に問題のあるメッシュを兄い出し,鉄道高架化がそれらのメゾ1/ユの改善にどの程度寄与するかを検討す

る。

4-3　各メッシュにおけるアクセシビリティの算定

7クセシビリティは一般にt'ぁる地域から他のすべての地域へ向ける都市活動の相互作用の容易さ"と定義で

き.各種都市活動の交通利便性の説明指標として用いることができる。ここでは自動車利用によるアクセシビリ

テイを式(1)のように定める。

Aど=EtPど/(Tij)つ.j=1,2,・・・.48・(1)
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Tij:メッシュi・j間の時間距離

S　:抵抗パラメータ

k　:業務.商業,工業を区別する指標

なお,メッシュ間の時間距離～も　道路混雑を考慮せずに式(2)を用

いて最短時間距離として求めた。

Tij=TRij+TCij

ただし　TRij:自動車の走行時問

TCij:踏切や陸橋におけ

る自動車の損失時

間の合計

抵抗ノくラメークSの推定は.Sの値を

何通力かに設定してアクセシビリティを

求め.そのうちア/ケート調査で得た各

メッシ′ユの交通利便性の満足度をもっと

も良く説明するアクセシピリティを検討

することによって行なう。分析の結果,
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図一8　現在の道路網における各メッシュの自動車によるアク
センピリティ
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図一9　鉄道高架化による自動車のアクセシピリティの変化
パラメータSの値として業務では1.0.

商業と工業では2.8が得られた。また.変数P上TRij.TCij VCついて用いたデータの内容を表-4にま

とめる。

以上の前提のもとで各代替案についてアクセシビリティを求めたが,図-9に高架化前の道路網に関する各メ

ッミ/ユのアクセシピリティを示し.図-10に鉄道高架化による各メッシュのアクセシビリティの変化を示す。

4-4　各メッシュにおける交通利便性の評価

各メプシュにおける交通利便性を評価するためには.アクセシビリティと交通利便性との間の関係を求める必

要がある。そのために吼　アンケート調

査で得られた各メッシ′ユの交通利便性の

満足度と.図-9に示す7クセシピリテ

ィの2種類のデータを用いて回帰分析を

行ない.アクセシビリティを説明変数と

した交通利便性の評価関数を構成するこ
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とが考えられる。しかし.本研究では交通利便性の満足

度に関するデータが限られているため,回帰分析は行な

わず.得られているデークのみを用いて図一ユ1に示す

ようにタラ7上で評価関数を描いた。これらの関数は各

種都市活動にとってどの程度のアクセシピリティが望ま

れるかを示したものである。

次に.図-11の3種類の評価関数を用いて高架化の

前後でメッシュ別に求めたアクセシピリティを評価した。

図-120も　それによって得られた高架前の道路網に関

有え　　　　　　　　　二　事

図-11現在の道路網におけ

する自動車の利便性をメッシュ別に示したものである。・図一12鉄道高架化による自動車の利便性の向上

また,図-13に鉄道高架化によって各メッシュで自動車の利便性

がどのように変化するかを示す。

最後に,業務・商業・工業の各活動の立場を同時に考慮するため

に図-14を作成した。この図は.鉄道高架化によって各メッミ/立

でどのような都市活動に対して自動車の利便性が向上するかをまと

めたものである。

4-5　都市活動現況を考慮した交通利便性の評価

以上の交通利便性の評価は.各メッシュにおける都市

活動の現況に関係なく.仮に業務・商業・工業などの活

動が営まれるならばどれほどの交通利便性を享受できる

かの検討である。しかし.実際に交通利便性を評価する

場合には.各種都市活動の現況を考慮することも必要と

考えられる。そこでここでは,現在の都市活動水準が高

いにもかかわらず.交通利便性が低いメッシュは,交通

条件に問題があるものと考え.鉄道高架化がこのような

メッシュの改善にどの程度寄与するかを検討する。

せず.図-15は自動車の利便性が比較的問題となる
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図-13鉄道高架化による自動車の利便性
の向上

図一15　鉄道高架化によっ
鑑裏話墓園振瑚週針が拍湖崩
て自動車の利便性の問題

点が改善されるメッシュ

メッシュを示したものである。この図は.業務・商業・工業の従業人口が500人以上で各活動の水準が比軟的

高いメッシュと.図-12において評価ランクが1または2で自動車の利便性が比較的低いメッシュをオーバー

レイして作成した。

次に,鉄道高架化が図-15に示すメッシュをどの程度改善するかをみるために.図-13の鉄道高架化のイ

ンパクトを考慮して作成したものが図-16である。

51おわリに

本研究においては.鉄道高架化が都市環境に及ぼすインパクトを.業務・商業・工業・生活などの各種都市活

動の立地条件に着目して評価するための1つのアブロ1-チを提案し.姫路市をケース・スタディとして実証的に

検討した。しかし,アクセシビリティの算定や交通利便性の評価の際に.・主としてデータの制約からいくつかの

前提を設けており.得られた結果もその精度に若干の問題はある。そこで,今後はデークの整備を進めると共に.

方法論をいっそう充実したものにする必要がある。
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